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Ⅰ．民間賃貸住宅の質に係る現状について



２１８万戸

(戸建て） （共同建て） （給与住宅）（公営）（公団・公社） （民営借家）

ストックシェア

132.9㎡

全体平均
94.9㎡

71.0㎡ 53.6㎡ 51.6㎡ 49.0㎡

44.3㎡
戸建て

共同建て

給与住宅

公営の借家
民営借家

公団・公社の借家

住宅総数に
占める割合

52% 8% 3% 5% 2% 27%

㎡

持家 ２，８６７万戸 借家 １，７１７万戸

１４９万戸 ９４万戸 １，２５６万戸

注）数値に空家は含まない。

持家：借家＝ ６：４

出典：総務省「住宅・土地統計調査（平成１５年）」

民営借家のストックは約１，２５６万戸（住宅全体の約２７％。借家全体の約７３％）。

１．住宅ストック全体の現状
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２．民間賃貸住宅の着工戸数及び床面積

出典：国土交通省「建築統計年報」

○民間賃貸住宅の新設着工戸数は昨年度減少に転じたが、平成２０年度は増加した。

○平均床面積は近年減少傾向である。

新設の民間資金による貸家の着工戸数及び床面積

29.6
31.9

35.6 37.5
39.7

46.0
48.9

38.8 39.4
37.7

47.3

45.9

44.8

44.2
44.4

46.8

45.1

45.0

47.3

48.1
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60.0
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（万戸）

42.0

43.0

44.0

45.0

46.0

47.0

48.0

49.0
（㎡）

着工戸数 戸当たり床面積

（年度）
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（単位：戸）

24 ,906 27 ,848 21 ,391 18 ,897 22 ,449 16 ,857 13 ,887 15 ,608

157 ,534 157 ,242 157 ,089 159 ,164 163 ,175 168 ,899 177 ,388
221 ,609

229 ,012

150 ,560

146 ,340 138 ,976
133 ,765 143 ,075 143 ,975 142 ,060 135 ,202

131 ,350
134 ,427

117 ,910 130 ,797

72 ,991
68 ,520 54 ,315 65 ,559

70 ,467
66 ,121

62 ,334

10 ,630
5 ,707

6 ,625

152 ,406

16258

171
90

129177251
313

226
272319

55 ,801
56 ,712

64 ,914

55 ,839

16 .2%

1 .7%

44 .1%

37 .8%

0 .0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

木　　　　　　　　造

コンクリートブロック造

鉄　　　　骨　　　　造

鉄筋コンクリート造

鉄骨鉄筋コンクリート造

３．共同建て賃貸住宅の構造別着工戸数

5資料：国土交通省「建築統計年報」より

○ 共同建て賃貸住宅の着工戸数は、木造が約５～６万戸、鉄骨造が約１３万～１４万戸、鉄筋コンクリートが約１５万～２２
万戸で推移している。

○ 平成２０年度の構造別割合は、木造が１６．２％、鉄骨造が３７．８％、鉄筋コンクリートが４４．１％を占めている。



４．賃貸住宅の空家率

賃貸住宅における空家率の推移

13.3 13.4

16.3

17.6

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

S63 H５ H10 H15

（％）

○賃貸住宅全体の空家率は平成１５年において１７．６％（民間賃貸住宅は２２．４％）であり、昭和６３年

以降一貫して増加。

出典：総務省「住宅・土地統計調査（平成１５年）」
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1,498

42,036
54,061 58,217 61,945 61,109

9,749

48,457

68,939

95,178
109,177

137,077

13,214
24,706

193,562

156,341

4.3%

15.5%
18.3%

30.6%
33.4%

0.9%

21.0%

6.0%

6.8% 5.3% 5.1%

23.2%

19.9%

15.6%
13.7%

11.7%
8.2%

5.3%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H1８年度 H19年度

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

戸建住宅

共同住宅

新築住宅着工戸数比

新築住宅着工戸数比（賃貸）

新築住宅着工戸数比（持家＋分譲）

61,671

11,247

93,645

137,214

163,238

195,294

● 新設住宅着工戸数（H19年度 約103万戸）に占める割合：21.0％

うち持家+分譲（H19年度 約 59万戸）に占める割合：33.4%

うち賃貸（H19年度 約 43万戸）に占める割合： 4.3%

● 累計交付戸数（平成20年3月末まで）：1,135,266戸

255,507

217,450

設計住宅性能評価を受けた住宅の戸数の推移

５．住宅性能表示制度の利用状況

（注）持家、分譲、賃貸別の集計はH15より
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5.7% 8.5% 8.2% 7.7% 6.1%
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17.3% 15.8%
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31.8%

44.8%

43.5%

41.8%
41.0%
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43.2% 43.6% 45.1%

45.5%

35.1%
30.7%

34.5%
35.7%

38.1%
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15.0%
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1.8%1.2%1.0%0.9%0.6%1.5%0.8%1.4%0.9%0.6%

0%
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昭58年 昭63年 平5年 平10年 平15年 昭58年 昭63年 平5年 平10年 平15年

非常に不満 多少不満 まあ満足 満足 不明

６．持家・借家別の住宅に対する不満率①

持家・借家別に住宅に対する不満をみると、借家は持家に比べて不満率が高くなっている。持家・借家別に住宅に対する不満をみると、借家は持家に比べて不満率が高くなっている。

不
満
率

39.0
%

不
満
率

45.0
%

不
満
率

44.2
%

不
満
率

42.9
%

不
満
率

37.9
%

資料：平成１５年住宅需要実態調査〔国土交通省〕

【 持家・借家別の住宅に対する不満率 】

持家 借家

不
満
率

56.8
%

不
満
率

59.1
%

不
満
率

64.1
%

不
満
率

60.0
%

不
満
率

52.0
%
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9資料：平成１５年住宅需要実態調査〔国土交通省〕
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民営賃貸住宅

民営賃貸住宅の各要素に対する不満をみると、「高齢者等への配慮（段差がないなど）」(73.3%)、「外部からの
騒音などに対する遮音性」(61.5%)、「住宅の防犯性」(60.9%)の不満率が高くなっている。

民営賃貸住宅の各要素に対する不満をみると、「高齢者等への配慮（段差がないなど）」(73.3%)、「外部からの
騒音などに対する遮音性」(61.5%)、「住宅の防犯性」(60.9%)の不満率が高くなっている。

【 持家・民営賃貸住宅別、住宅の各要素に対する不満率 】

６．持家・借家別の住宅に対する不満率②
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３つ全てに対応 3.4％
（持家：4.3％ 借家：1.5％）

どれか一つでも対応 27.9％
（持家：34.1％ 借家：14.3％）

高齢者のための
設備等

手すり（２箇所以上） 16.2％
（持家：21.1％ 借家：5.4％）

段差のない室内 15.0％
（持家：17.6％ 借家：9.3％）

廊下等が車椅子で通行可能 10.6％
（持家：12.9％ 借家：5.6％）

いずれも備えていない 72.1％
（持家：65.9％ 借家：85.7％）

【住宅のバリアフリー化の状況】

資料：国土交通省「平成15年住宅需要実態調査」

７．住宅のバリアフリー化の状況

○借家は、持家と比べて、バリアフリー化が遅れている状況。
＜「手すりの設置」「段差の解消」「広い廊下幅の確保」といった基本的なバリアフリー化がなされたストック＞
借家全体：１．５％ 持家：４．３％



資料：総務省「平成１５年住宅・土地統計調査」

民営借家においては、旧耐震基準により建築された木造のストックが４０．２％を占めるなど、耐震性
が不十分なストックが依然として多く存在。

８．旧耐震基準によるストック割合
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（万戸）

102.0

197.4

299.4

23.8%

40.2%

13.3%
0

50

100

150

200

250

300

350

民間借家総数 うち木造 うち非木造

旧耐震基準により建築されたストックについて

0%
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ストック数（左目盛り） 総数に占める旧耐震基準
によるストックの割合（右目盛り）



10.7%

23.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

持ち家 民営借家

資料：総務省「平成１５年住宅・土地統計調査」

民営借家において、二重サッシ、複層ガラスを備えたストックは１０．７％であり、持ち家と比
較すると省エネ性能が劣るストックの割合が高い。

９．省エネ化の状況

12

【二重サッシ又は複層ガラス窓のあるストックの割合】
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全住宅 持ち家 民営借家 公営の借家 公団・公社の借家

～29㎡ 30～49㎡ 50～69㎡ 70～99㎡ 100～149㎡ 150㎡～

住宅別の１住宅あたり延べ床面積の分布状況

資料：総務省「住宅・土地統計調査（平成１５年）」

4.2%
9.8% 9.2% 10.1%
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33.9%
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34.8%

65.0%
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最低居住水準未満 最低以上誘導未満 誘導居住水準以上

住宅別の居住水準の達成状況

１０．居住水準の達成状況等

○世帯数に比較し、ストック数は充足。
・世帯数 ：１，２５６万世帯

・ストック数 ：１，５５５万戸

○ストックの規模で見ると、居住水準は低いレベルにとどまっている状況。
・床面積：２９㎡以下の住宅が３２．０％（持家０．４％）
・最低居住水準未満世帯の割合 ： ９．８％（持家 １．１％）
・誘導居住水準以上の世帯の割合 ：３３．２％（持家６５．０％）

（平成１５年）

（平成１５年）

世帯数／ストック数 ： ０．８１ （平成１５年）



○長期にわたって使用できる良質な賃貸住宅、特にファミリー向け賃貸住宅が不足。

ファミリー向け賃貸住宅ストックの不足：１６８万戸（平成１５年）

602.6

434.6

653.5
821.5

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1,000.0

1,200.0

1,400.0

世帯人員別世帯数 延床面積別住戸数

   ２名以上世帯

ファミリー向け住宅ストック不足　１６８万戸

 ５０㎡以上住宅ストック

※都市型誘導居住水準 ２人世帯 ５５㎡

資料：総務省「平成１５住宅・土地統計調査」

（世帯数・戸数）

民営借家に居住する世帯人員別世帯数と延床面積別戸数との比較

１１．ファミリー向け賃貸住宅ストックの不足
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（万戸）
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Ｓ５５年度 Ｓ６２年度 Ｈ５年度 Ｈ１１年度 Ｈ１５年度 Ｈ２０年度（※）

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

賃貸化されたマンションストック数（左目盛り）
マンションストックに占める賃貸化されたマンションの比率（右目盛り）

注１）戸建て住宅の賃貸化は含まれていない

注２）賃貸化されたマンションストック数の推移は、国土交通省「建築着工統計」等を基に推計

注３）マンションストックに占める賃貸化されたマンションの比率は、国土交通省「マンション総合調査」による

（※）Ｈ２０年度のストック数の推計は未了。

民営賃貸住宅と比較して一般的に居住水準が高いマンションストックの賃貸化は、民間賃
貸住宅の居住水準の向上に寄与するものと期待。

１２．マンションストックの賃貸化
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資料：「定期借家賃貸住宅の市場調査」（2009年3月（株）リクルート）

○ 専有面積が大きい物件ほど、定期借家の比率が高くなっている。○ 専有面積が大きい物件ほど、定期借家の比率が高くなっている。

１３．専有面積別のマンション定期借家比率

首都圏専有面積別マンション定期借家比率（2008年1～12月）
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資料：「定期借家賃貸住宅の市場調査」（2009年3月（株）リクルート）

全体的に定期借家のほうが、普通借家と比べて設備水準が高くなっていることが伺える。全体的に定期借家のほうが、普通借家と比べて設備水準が高くなっていることが伺える。

１４．定期借家・普通借家別の設備の設置状況

首都圏の賃貸マンションの設備の設置水準 （2008年1～12月）［ワンルームマンションを除く］



64.2%

56.4%

33.4%

26.5%

25.4%

25.4%

24.3%

19.3%

10.7%

10.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

建替え・リニューアルの計画がある場合

転勤等の留守住宅を賃貸する場合

法人等と長期間の契約をする場合

ファミリー向けの広い物件の場合

空室対策として家賃等を引き下げる場合

学生・留学生、高齢者等と契約する場合

人気物件で、更新よりも新規契約又は再契約の方が有利である場合

収入に不安のある者や連帯保証人がいない者等と契約をする場合

証券化物件の場合

無回答

１５．定期借家制度の活用理由

定期借家制度を活用している（したい）事例

出典：定期借家制度実態調査［平成１９年国土交通省］

【 家主 】
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１６．賃貸住宅に関する情報の提供のイメージ①
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１６．賃貸住宅に関する情報の提供のイメージ②
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１７．賃貸住宅選定にあたっての重視点

賃貸住宅の評価・選択について

出典：民間賃貸住宅市場の実態調査［平成２０年 （財）日本賃貸住宅管理協会］

【対 家主】

【対 入居者】

0.911－－無回答

1.7220.31バリアフリー

1.8231.34管理人常駐

0.9121.96シックハウスなど環境

16.42102.37２４時間のトラブル対応

11.31444.514定期清掃

6.0764.915ペット、楽器などの特約

8.51095.216修繕の実施状況

9.41205.216管理会社

22.32855.216日常管理サービスの充実

11.61485.818耐震など安全性

13.71757.824原状回復特約の程度

10.012812.940遮音性

22.628814.244防犯

8.510921.466収納

28.836826.582敷金礼金など一時金の金額

33.242427.284周辺環境

48.061330.193生活利便性

37.047332.7101台所・風呂など設備

27.935633.7104築年数

57.473359.9185立地

62.379678.0241間取り

92.11,17690.3279家賃

対 家主対 入居者重視点

賃貸住宅選択にあたっての重視点（５つまで選択）

賃貸住宅を選ぶ際に重視するのは「家賃」が90.3%と圧倒的。
「間取り」78.0%と「立地」59.9%がそれに続いた。この他、「築年
数」(33.7%)、「台所・風呂など設備」(32.7%)、「生活利便性」(30.1%)
の重視度も比較的高い。

賃貸住宅選択にあたっての重視点（５つまで選択）

賃貸住宅を選ぶ際に重視するのは「家賃」が90.3%と圧倒的。
「間取り」78.0%と「立地」59.9%がそれに続いた。この他、「築年
数」(33.7%)、「台所・風呂など設備」(32.7%)、「生活利便性」(30.1%)
の重視度も比較的高い。

消費者の賃貸住宅選択にあたっての重視点（５つまで選択）

消費者が賃貸住宅の選択にあたって重視する（と家主が考えて
いる）のは、「家賃」(92.1%)、「間取り」(62.3%)、「立地」(57.4%)が上
位を占める。この他、「生活利便性」(48.0%)、「台所・風呂など設
備」(37.0%)、「周辺環境」(33.2%)、「敷金礼金など一時金の金額」
(28.8%)の重視度も比較的高い。

消費者の賃貸住宅選択にあたっての重視点（５つまで選択）

消費者が賃貸住宅の選択にあたって重視する（と家主が考えて
いる）のは、「家賃」(92.1%)、「間取り」(62.3%)、「立地」(57.4%)が上
位を占める。この他、「生活利便性」(48.0%)、「台所・風呂など設
備」(37.0%)、「周辺環境」(33.2%)、「敷金礼金など一時金の金額」
(28.8%)の重視度も比較的高い。



高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等各地域における居住の安定に特に配慮が必要な世帯の居住の用に供する
居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進するため、賃貸住宅の整備等に要する費用に対する助成や家賃の減額に対
する助成を行う。〔地域優良賃貸住宅制度要綱（平成19年３月28日付け国住備第160号）〕

１．目的１．目的

（１）整備（建設、改良）に対する助成
国は、入居者資格を以下の対象世帯とする地域優良賃貸住宅の整備について、地方公共団体が事業主体に助

成する費用（共同施設等整備費の２／３等）の概ね４５%を地域住宅交付金等により助成を行う。（収入分位０
～８０%（但し、高齢者世帯以外の場合、収入分位０～２５%は所得の上昇が見込まれる者））

・高齢者世帯 ・障害者等世帯 ・子育て世帯 ・災害被災者等

（２）家賃低廉化のための助成
国は、地域優良賃貸住宅に、以下の対象世帯（収入分位０～４０％）が入居する際に、地方公共団体が事業

主体に対して行う家賃低廉化のための助成に係る費用（１世帯当たり４万円／月を上限）の概ね４５%を地域住
宅交付金等により地方公共団体に対して助成を行う。

・高齢者世帯 ・障害者等世帯 小学校卒業前の子どもがいる世帯 ・災害被災者・密集市街地からの立ち退き者等 等

２．制度概要２．制度概要

良質な賃貸住宅

整備費に助成
高齢者・子育て世帯等

国・地方公共団体

良質な賃貸
住宅を整備

高齢者・子育て
世帯等向けに
供給

民間事業主体等

地域優良賃貸住宅制度のイメージ

３．平成１９年度末管理戸数３．平成１９年度末管理戸数

一 般 型（特優賃等） ・・・ 159,186戸
高齢者型（高優賃 ） ・・・ 30,159戸

１８．地域優良賃貸住宅制度の概要
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１９．高齢者向け優良賃貸住宅の供給の促進等

高齢者ができる限り住み慣れた地域や家庭で自立し、安心して暮らし続けることができるよう、「ケア付き住宅」の整備促進等、住まいと福祉の連携の
とれた住まいづくり・地域づくりを推進するため、必要な制度整備を行う。

○地域住宅交付金による支援
・事業費：4,165億円の内数(H20) 4,188億円の内数(H21)
・国 費：1,930億円の内数(H20) 1,940億円の内数(H21)

＜支援措置の概要＞

○高齢者居住安定化緊急促進事業
・事業費：－(H20) 67億円(H21)
・国 費：－(H20) 40億円(H21)

○高齢者居住安定化モデル事業
・事業費：－(H20) 446億円(H21)
・国 費：－(H20) 80億円(H21)

【予 算】

【税 制】

○高齢者向け優良賃貸住宅建設税制の適用期限の２年延長【所得税・法人税】割増償却５年20％増（耐用年数35年以上28％）
○生活支援施設付き高齢者向け優良賃貸住宅について拡充
【所得税・法人税】割増償却５年40％増（耐用年数35年以上55％）
【固定資産税】国の補助を受けて整備する高齢者向け賃貸住宅（生活支援施設）を対象に追加（５年間１/３に減額）

（開始時期）平成21年度当初予算成立後

（開始時期）平成21年４月１日より適用

【高齢者に対する生活支援サービス等の提供確保】

・高齢者の生活を支援する施設の整備を緊急に促進（創設）

・生活支援サービス等を提供するケア付き賃貸住宅の
建設に係る税制特例（創設）

高齢者向け
賃貸住宅

生活支援施設等

【高齢者向け賃貸住宅の供給促進】
・高齢者が安全に移動するための一定のバリアフリー性能を
備えた賃貸住宅の整備を促進（地域住宅交付金）
・高齢者向け優良賃貸住宅建設促進税制の延長・拡充等

【安心住空間創出プロジェクトの推進】

・入居者の移転・既設公営住宅の除却を行い、福祉施設の立地を
促進（地域住宅交付金）

入居者がだんらん
する共用スペース

入居者の生活を支援
するサービスを提供
するための施設

高齢者の健康維持
のための共同施設

高齢者の生活を支援する施設の例

【高齢者の居住の安定確保を図るための計画的な取組み】
・地方公共団体による高齢者の居住の安定確保を図るための計画の作成支援（地域住宅交付金） ・高齢者の居住の安定確保に資する事業に対する提案事業枠の確保（地域住宅交付金）

【高齢者法の改正】住まいや生活支援サービス等を、高齢者に計画的かつ総合的に提供するための計画策定等（平成21年法律第38号）
（平成21年５月20日公布、公布日より３ヵ月以内に施行）

【高齢者の居住の安定確保のためのモデル的な取組み支援】
・民間やＮＰＯ法人等によるモデル的な取組みを支援（創設）

想定する提案例（中山間地域において散在して居住する高齢者の集住の
誘導により、サービスの効率化・きめ細かなサービスの提供を推進）

集落

間取り変更
エレベーター設置
スロープ設置
浴室改造等

山間部の高齢者の集落内への住替え【巡回・送迎】

・集落内での交流機会創出
・試行的な共同生活実施
（共同生活体験住居の整備）

集落

間取り変更
エレベーター設置
スロープ設置
浴室改造等

山間部の高齢者の集落内への住替え【巡回・送迎】

・集落内での交流機会創出
・試行的な共同生活実施
（共同生活体験住居の整備）

空家を改修して高齢者が集まって暮らす住宅を整備

間取り変更
エレベーター設置
スロープ設置
浴室改造等

山間部の高齢者の集落内への住替え【巡回・送迎】

・集落内での交流機会創出
・試行的な共同生活実施
（共同生活体験住居の整備）

集落

住替え円滑化等のため
の多様なプログラム

生活状況・意向把握

集落内での交流機会創出

試行的な共同生活実施

共同生活用住宅入居

自宅の管理等

住替え円滑化等のため
の多様なプログラム

生活状況・意向把握

集落内での交流機会創出

試行的な共同生活実施

共同生活用住宅入居

自宅の管理等

集落

間取り変更
エレベーター設置
スロープ設置
浴室改造等

山間部の高齢者の集落内への住替え【巡回・送迎】

・集落内での交流機会創出
・試行的な共同生活実施
（共同生活体験住居の整備）

集落

間取り変更
エレベーター設置
スロープ設置
浴室改造等

山間部の高齢者の集落内への住替え【巡回・送迎】

・集落内での交流機会創出
・試行的な共同生活実施
（共同生活体験住居の整備）

空家を改修して高齢者が集まって暮らす住宅を整備

間取り変更
エレベーター設置
スロープ設置
浴室改造等

山間部の高齢者の集落内への住替え【巡回・送迎】

・集落内での交流機会創出
・試行的な共同生活実施
（共同生活体験住居の整備）

集落

住替え円滑化等のため
の多様なプログラム

生活状況・意向把握

集落内での交流機会創出

試行的な共同生活実施

共同生活用住宅入居

自宅の管理等

住替え円滑化等のため
の多様なプログラム

生活状況・意向把握

集落内での交流機会創出

試行的な共同生活実施

共同生活用住宅入居

自宅の管理等
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２０．住宅・建築物安全ストック形成事業の概要

住宅・建築物安全ストック形成事業（耐震関連抜粋）
○目的
地震の際の住宅・建築物の倒壊等による被害の軽減を図るため、住宅・建築物の耐震性の向上に資する事業について、地方公共団
体等に対し、国が必要な助成を行う。

○補助要件・補助率一覧表

耐
震
診
断

耐
震
改
修
（建
替
え
も
含
む
）

※戸建住宅の補助限度額は32,600円/㎡、建築物・共同住宅については47,300円/㎡（特に倒壊の危険性が高い住宅・建築物については、補助限度額を1.5倍とする）
※地域要件の他にも計画要件、建築物等の要件あり

庁舎などの建築物住宅（共同住宅を含む）

●補助率
【民間実施】
国：1/3、地方公共団体：1/3
【地方公共団体実施】
国：1/2

●補助率
【民間実施】
国:1/3、地方公共団体:1/3
【地方公共団体実施】
国：1/3（緊急輸送道路沿道の場合は1/2）

一般住宅
●地域要件：なし
●補助率
【民間実施】
国：11.5％ 地方公共団体：11.5％
【地方公共団体実施】国：11.5％

緊急輸送道路沿道住宅・建築物
●地域要件：緊急輸送道路沿道
●補助率 ※ 除却費・補償費（移転費、仮住居借上げ費）も補助対象（補助率：1/3）

【民間実施】国：1/3 地方公共団体：1/3 【地方公共団体実施】国：1/3

避難路沿道等住宅・建築物
●地域要件：避難路沿道等
●補助率 ※ 除却費・補償費（移転費、仮住居借上げ費）も補助対象（補助率：1/3）

【民間実施】国：1/6 地方公共団体：1/6 【地方公共団体実施】国：1/6

多数の者が利用する建築物
●地域要件：なし
●補助率
【民間実施】国：11.5％ 地方公共団体：11.5％
【地方公共団体実施】国：11.5％

避難所等建築物
●建物要件

地域防災計画に位置づけられた又は位置づけられ
る予定の避難所等
●補助率

【民間実施】国：1/3 地方公共団体：1/3
【地方公共団体実施】 国：1/3
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建設される土地について所有権または借地権（地上権・賃借権）を有する 等の要件を満たした者

２１．住宅金融支援機構の賃貸住宅融資の概要

25

利用対象者

融資の対象となる事業費の１００％以内

融資額

資金使途

下記の条件を満たす賃貸住宅の建設資金

出典：住宅金融支援機構「賃貸住宅融資のご案内」より

子育てファミリー向け賃貸住宅融資 バリアフリー対応賃貸住宅融資

25m²以上

高齢者向け優良賃貸住宅（施設等共用）の場合は18m²以上

敷 地

建 物

戸 数

住 宅 の 形 式

構 造

●　共通基準+バリアフリー基準（※２）
●　高齢者円滑入居賃貸住宅登録制度

対 象 事 業 費

融 資 率

子育てファミリー向け賃貸住宅融資とバリアフリー対応賃貸住宅融資を併せてご利用いただくことも可能です。

（※１）原則として一般の道に２m以上接すること等を定めた技術基準

（※２）便所と寝室を同じ階に設置すること等を定めた技術基準

入 居 者 の 募 集国土交通省が推奨する「賃貸住宅標準契約書」の準拠及び「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」の遵守

対
象
条
件

融
資
額
等

工 事 検 査原則として民間検査機関による設計及び竣工現場検査（有料）

中 間 資 金着工時に融資額の30％、屋根工事完了時に融資額の60％（ただし土地評価の範囲内）の中間資金交付が対象です。

建設費、除却工事費、土地取得費、諸経費（適合証明検査手数料等）

対象事業費（非住宅部分を含む。）の100％

返 済 期 間 （ 上 限 ） 35年（非住宅部分を含む。）

建 設 基 準 等共通基準（※１）

融 資 対 象 部 分
住宅部分及び非住宅部分（建物延べ面積の１／４未満）

※非住宅部分が１／４以上の場合は、住宅部分のみ対象

賃貸住宅部分の延べ面積200m²以上（自宅、店舗、対象条件に該当しない賃貸住宅部分を除きます。）

制限なし

１戸建て住宅以外

耐火構造又は準耐火構造（省令準耐火構造含む。）

融 資 種 別

戸 当 た り 床 面 積原則50m²以上

敷地面積165m²以上



※

１．バリアフリー住宅工事　　　　 　４．省エネルギー型設備設

２．高齢者等対応設備設置　　　　　　 置工事

　　工事（耐震改修、耐震補　　　　５．シックハウス対策工事

　　強工事 ・耐久性向上工事）　　６．積雪地対応住宅工事

３．断熱構造化工事                  　７．長期耐用改修工事

耐火構造または準耐火構造の賃貸住宅（一戸建ての貸家を除きます。）を所有し、工事完了後も引き続き賃貸経営を行う 等の要件を満たし
た者

２２．住宅金融支援機構の賃貸リフォーム融資の概要
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利用対象者

融資額

資金使途（対象工事・対象建物）

出典：住宅金融支援機構「賃貸住宅リフォーム融資のご案内」より

「実際の工事費等の８０％」と「融資限度額」を比較して、いずれか少ない額

※ 融資を受けるためには、リフォーム後の賃貸住宅が次のとおり、融資メニューご
との要件に該当することが必要

一般のリフォーム工事 政策誘導型リフォーム等※ 長期優良住宅改良工事

増築・改築、設備の改築工事 ５，３００千円 １０，０００千円

１０，０００千円（長期耐用改修工事）

５，０００千円（長期耐用改修工事以外の工事）

工事の種類
１戸当たりの融資限度額

修繕等の工事 ２，４００千円
１０，０００千円

一部改築工事

住宅の一部を取り壊し、改めて住宅部分を建築する工事です。

水回り設備の設置工事（設備改築工事）

下のいずれかの設備の一式取替工事または新設工事です。

　●　キッチンシステム

　●　浴槽または浴室ユニット

　●　給湯器ユニット

　●　暖房システム

　●　太陽光利用浴湯システム

　●　洗面化粧ユニット

　●　便器

　●　小規模合併処理浄化槽

コンバージョン工事

店舗等の非住宅を賃貸住宅に改修する工事をいいます。

増 築 工 事

『建築物の耐震改修の促進に関する法律』に定める計画の認定を受けた耐震改
修計画に従って行う耐震改修工事です。
なお、耐震改修工事は、地方公共団体から「建築物の耐震改修の促進に関する
法律」に定める計画を受けて『認定通知書』の発行を受けていただく必要があり
ます。

② 機構の定める耐震性に関する基準に適合する工事

①

②

③

①

耐震改修
工事

　次の①又は②に掲げる工事をいいます。

改 築 工 事

賃貸住宅の住宅部分の床面積を増加させる工事です。

修繕等
の工事

　●　居住性をよくする工事（建具・サッシの取替えなど）

　●　耐久性を高める工事（屋外の防水、外壁の塗装工事など）

　●　安全性に役立つ工事（避難設備、火災報知器などの防火設備）

　●　物置、自転車置場、駐車施設の設置工事、造園工事

融 資 種 別子育てファミリー向け賃貸住宅融資 バリアフリー対応賃貸住宅融資

戸 当 た り
床 面 積原則 50m2

以上 原則25m2
以上

敷 地

建 物

住宅の形式

構 造

　●　バリアフリー基準

　●　高齢者円滑入居賃貸住宅登録制度
建設基準等

敷地面積 165m2
以上

融資対象となる賃貸住宅部分の延べ面積 200m2
以上

１戸建て住宅以外

耐火構造または準耐火構造（省令準耐火構造含む。）



２３．耐震改修促進税制の概要

事業用建築物に係る耐震改修促進税制（所得税、法人税）

事業者が、平成22年３月31日までに、特定建築物（事務所、百貨店、ホテル、賃貸住宅等の多数
の者が利用する一定規模以上の建築物※）について、耐震改修促進法の認定計画に基づく耐震改
修工事を行った場合で、当該特定建築物につき耐震改修に係る所管行政庁の指示を受けていない
ものを対象として、耐震改修工事費の10％の特別償却ができる。

住宅に係る耐震改修促進税制（固定資産税）

昭和57年１月１日以前から所在する住宅（賃貸住宅も含む）について、耐震改修が行われた場
合、当該住宅に係る固定資産税額（120㎡相当分まで）を以下の通り減額する。

２年間１／２に減額平成22年１月１日～平成24年12月31日までに耐震改修が完了

１年間１／２に減額平成25年１月１日～平成27年12月31日までに耐震改修が完了

３年間１／２に減額平成18年１月１日～平成21年12月31日までに耐震改修が完了

【要件】
①現行の耐震基準に適合する耐震改修であること
②耐震改修に要した費用が１戸あたり３０万円以上であること

※賃貸住宅については、階数が三で、かつ、床面積の合計が1000㎡以上のもの
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２４．長期優良住宅の普及の促進に関する法律の概要

28

長期にわたり良好な状態で使用するための措置が講じられた住宅（長期優良住宅）の普及を促進するこ

とで、環境負荷の低減を図りつつ、良質な住宅ストックを将来世代に継承することで、より豊かでやさし
い暮らしへの転換を図る。

目的

 長期優良住宅の建築・維持保全を

しようとする者（建築主等） 
所管行政庁 

認定基準 

①長期に使用するための構造 

及び設備（長期使用構造等） 

  劣化対策／耐震性／省エネ 

  維持管理・更新の容易性 等 
 
②居住環境等への配慮 

  地区計画／景観計画   等 
 
③住戸面積 
 
④維持保全の期間・方法 

             等 

報告の徴収 

助言・指導、改善命令、認定の取消し

 

建築・維持保全に関する計画の作成

（長期優良住宅建築等計画） 

記録（住宅履歴情報）の作成及び保存

 認定時の書類、定期点検結果等の 

保存  

建
築
段
階 

 
 

 

維
持
保
全
段
階 

 

定期点検と必要な補修 

・交換等 

認定 

申請

概要



２５．長期優良住宅の認定基準（概要）
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概要性能項目等

○構造躯体に比べて耐用年数が短い内装・設備について、維持
管理（清掃・点検・補修・更新）を容易に行うために必要な措置が
講じられていること。

・構造躯体等に影響を与えることなく、配管の維持管理を行うこと
ができること

・更新時の工事が軽減される措置が講じられていること 等

維持管理・
更新の容易
性

○極めて稀に発生する地震に対し、継続利用のための改修の容
易化を図るため、損傷のレベルの低減を図ること。

・大規模地震力に対する変形を一定以下に抑制する措置を講じ
る。

〔層間変形角による場合〕

・大規模地震時の地上部分の各階の安全限界変形の当該階の
高さに対する割合をそれぞれ1/100以下(建築基準法レベルの場
合は1/75以下)とすること。

〔地震に対する耐力による場合〕

・建築基準法レベルの１．２５倍の地震力に対して倒壊しないこと。

〔免震建築物による場合〕

・住宅品確法に定める免震建築物であること。

耐震性

○数世代にわたり住宅の構造躯体が使用できること。

・通常想定される維持管理条件下で、構造躯体の使用継続期間
が少なくとも100年程度となる措置。

〔鉄筋コンクリート造〕

・セメントに対する水の比率を低減するか、鉄筋に対するコンク
リートのかぶりを厚くすること。

〔木造〕

・床下及び小屋裏の点検口を設置すること。

・点検のため、床下空間の一定の高さを確保すること。

劣化対策

概要性能項目等

○建築時から将来を見据えて、定期的な点検・補修等に関す
る計画が策定されていること。

・維持保全計画に記載すべき項目については、①構造耐力上
主要な部分、②雨水の浸入を防止する部分及び③給水・排水
の設備について、点検の時期・内容を定めること。

・少なくとも10年ごとに点検を実施すること。

維持保全計画

○良好な居住水準を確保するために必要な規模を有すること。

〔一戸建ての住宅〕

・75㎡以上（2人世帯の一般型誘導居住面積水準）

〔共同住宅等〕

・55㎡以上（２人世帯の都市居住型誘導居住面積水準）

※一戸建ての住宅、共同住宅等とも、少なくとも１の階の床面
積が40㎡以上(階段部分を除く面積)

※一戸建ての住宅、共同住宅等とも、地域の実情に応じて引
上げ・引下げを可能とする。ただし、一戸建ての住宅55㎡、共
同住宅等40㎡(いずれも１人世帯の誘導居住面積水準)を下
限とする。

住戸面積

○良好な景観の形成その他の地域における居住環境の維持
及び向上に配慮されたものであること。

・地区計画、景観計画、条例によるまちなみ等の計画、建築
協定、景観協定等の区域内にある場合には、これらの内容と
調和が図られること。

居住環境

○必要な断熱性能等の省エネルギー性能が確保されている
こと。

・省エネ法に規定する平成11年省エネルギー基準に適合する
こと。

省エネルギー性

○将来のバリアフリー改修に対応できるよう共用廊下等に必
要なスペースが確保されていること。

・共用廊下の幅員、共用階段の幅員・勾配等、エレベーターの
開口幅等について必要なスペースを確保すること。

バリアフリー性



２６．高齢者等の住み替え支援制度

◇高齢者等の住み替え支援制度
高齢者等の所有する戸建て住宅等を広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを

円滑化する制度により、子育て世帯等に広い住生活空間を提供するとともに、高齢者の高齢
期の生活に適した住宅への住み替え等を促進。（国が造成する基金(高齢者居住安定基金)を
活用して、借上げ主体に対して、異常に空き家が生じた場合のリスクに対する保証を実施｡)

◇高齢者等の住み替え支援制度
高齢者等の所有する戸建て住宅等を広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを

円滑化する制度により、子育て世帯等に広い住生活空間を提供するとともに、高齢者の高齢
期の生活に適した住宅への住み替え等を促進。（国が造成する基金(高齢者居住安定基金)を
活用して、借上げ主体に対して、異常に空き家が生じた場合のリスクに対する保証を実施｡)

高齢者等の住み替え支援事業のイメージ高齢者等の住み替え支援事業のイメージ

借上げ主体

子育て世帯等へ

○高齢期に適した住宅への住み替え

○Uターン等による地方への住み替え

高齢者世帯等

異常に空き家が生じた場合のリスクに対する保証

賃料

借り上げ

※借り上げ主体は高齢者の
死亡時まで継続して契約

賃料

準備金

（賃料の一部を留保して、

空き家リスクに備える）

高齢者居住安定基金 ※

（５億円 国の補助により造成）

（高齢者居住支援センター）

賃貸（定期借家契約を活用）

※ 高齢者等が民間賃貸住宅に入
居する際の家賃債務保証、高齢者
が住宅リフォーム資金を死亡時一括
償還方式で借入れる際の債務保証
とあわせて活用
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Ⅱ．計画的な維持修繕に係る現状について



資料：総務省「平成１５年住宅・土地統計調査」

築年数を経て、大規模修繕が必要な時期（20年目以降）に近づいているストックが多数存在。

１．民間借家の建築時期別戸数

32

（単位：戸）
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資料：総務省「住宅・土地統計調査（H10年、H15年）」データを元に国土交通省推計

貸家においての平均滅失年数（取り壊すまでの年数）は２５．８年であり、持家の３０．７年に
比べると短い。

２．滅失住宅の平均築後年数
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３．賃貸住宅の修繕に関する家主アンケート調査結果①
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法人家主個人家主

出典：賃貸住宅の修繕に関する調査
［平成２１年 （財）日本賃貸住宅管理協会］
○調査対象 ：（財）日本賃貸住宅管理協会会員の管理する賃貸住宅の家主
○回答数 ：322件(個人家主199件、法人家主123件）

87.9%

12.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

作成していない

作成している

70.7%

29.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

作成していない

作成している

○ 個人家主、法人家主ともに、長期修繕計画を作成している割合が少ない。

○ 個人家主に比べ、法人家主が同計画を作成している割合が高い。

○ 個人家主、法人家主ともに、長期修繕計画を作成している割合が少ない。

○ 個人家主に比べ、法人家主が同計画を作成している割合が高い。

長期修繕計画（※）の作成状況

（※） 将来予想される修繕工事等を計画し、必
要費用を算出し、修繕積立金を設定するた
めの計画
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○ 大規模修繕を行うこととしている家主が多数を占めるが、定期的に実施（予定）する家主の割合は低い。○ 大規模修繕を行うこととしている家主が多数を占めるが、定期的に実施（予定）する家主の割合は低い。

法人家主個人家主

10.6%

73.4%

16.1%

0% 20% 40% 60% 80%

行うつもり
はない

必要時に実施・
実施の予定

定期的に実施・
実施の予定

8.1%

22.0%

69.9%

0% 20% 40% 60% 80%

行うつもり
はない

必要時に実施・
実施の予定

定期的に実施・
実施の予定

大規模修繕（※）の予定

（※） 建物全体又は複数の部位について行う大規模な工事

出典：賃貸住宅の修繕に関する調査［平成２１年 （財）日本賃貸住宅管理協会］

３．賃貸住宅の修繕に関する家主アンケート調査結果②
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○ 資金的余裕がない、最低限の修繕で十分と考える家主の割合が高い。○ 資金的余裕がない、最低限の修繕で十分と考える家主の割合が高い。

法人家主個人家主

大規模修繕を行わない理由

出典：賃貸住宅の修繕に関する調査［平成２１年 （財）日本賃貸住宅管理協会］

4.8%

4.8%

4.8%

9.5%

33.3%

42.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

見合う家賃
をとれない

建て替え
ればよい

知識等が
不足

最低限の
修繕で十分

資金的
余裕がない

20.0%

0.0%

10.0%

0.0%

40.0%

30.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

見合う家賃
をとれない

建て替え
ればよい

知識等が
不足

最低限の
修繕で十分

資金的
余裕がない

３．賃貸住宅の修繕に関する家主アンケート調査結果③
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○ 適当な金額や手段等があれば修繕積立を行いたいと考えている家主が多い。○ 適当な金額や手段等があれば修繕積立を行いたいと考えている家主が多い。

法人家主個人家主

24.6%

51.8%

23.6%

0% 20% 40% 60%

行うつもりはない

適当な金額や手段

等があれば行いたい

行っている

26.8%

41.5%

31.7%

0% 20% 40% 60%

行うつもりはない

適当な金額や手段

等があれば行いたい

行っている

大規模修繕の資金の積立状況

出典：賃貸住宅の修繕に関する調査［平成２１年 （財）日本賃貸住宅管理協会］

３．賃貸住宅の修繕に関する家主アンケート調査結果④
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○ 修繕資金を積み立てない理由として、個人・法人家主双方とも、自己資金若しくは借入金で対応
するとしている割合が高い。

○ 一方、大規模修繕を行わないとする家主も２割弱存在している。

○ 修繕資金を積み立てない理由として、個人・法人家主双方とも、自己資金若しくは借入金で対応
するとしている割合が高い。

○ 一方、大規模修繕を行わないとする家主も２割弱存在している。

法人家主個人家主

22.4%

28.6%

30.6%

18.4%

0% 10% 20% 30% 40%

その他

大規模修
繕を行わない

借入金で対
応する

自己資金
で足りる

9.1%

30.3%

42.4%

18.2%

0% 10% 20% 30% 40%

その他

大規模修
繕を行わない

借入金で対
応する

自己資金
で足りる

大規模修繕の資金を積み立てない理由

出典：賃貸住宅の修繕に関する調査［平成２１年 （財）日本賃貸住宅管理協会］

３．賃貸住宅の修繕に関する家主アンケート調査結果⑤
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○ 是非利用したい、内容によって利用したいと考える個人・法人家主は全体の８割程度となっている。○ 是非利用したい、内容によって利用したいと考える個人・法人家主は全体の８割程度となっている。

法人家主個人家主

22.0%

63.3%

14.7%

0% 20% 40% 60% 80%

利用する
つもりはない

内容によって
は利用したい

是非利用したい

23.3%

66.7%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80%

利用する
つもりはない

内容によって
は利用したい

是非利用したい

（※） 将来の大規模修繕のための資金を、一定期間、定期的に積み立てる仕組みで、一定のメリットを有するもの

修繕資金積立制度（※）を設けた際の利用の意向

出典：賃貸住宅の修繕に関する調査［平成２１年 （財）日本賃貸住宅管理協会］

３．賃貸住宅の修繕に関する家主アンケート調査結果⑥
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○ 税制優遇を重視する家主の割合が高い。○ 税制優遇を重視する家主の割合が高い。

修繕資金積立制度を利用する際に重視するメリット（※）

個人家主 法人家主

（※） 複数回答

出典：賃貸住宅の修繕に関する調査［平成２１年 （財）日本賃貸住宅管理協会］

1.7%

16.2%

17.1%

28.2%

32.5%

58.1%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

建物定期診
断及び修繕
のアドバイス

修繕工事の
情報提供

有利な利息
の付与

積立金の不
足分の融資

税制優遇
（積立金の
経費化）

0.0%

17.4%

8.7%

31.9%

27.5%

70.0%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

建物定期診
断及び修繕
のアドバイス

修繕工事の
情報提供

有利な利息
の付与

積立金の不
足分の融資

税制優遇
（積立金の
経費化）

３．賃貸住宅の修繕に関する家主アンケート調査結果⑦



賃貸住宅は竣工後、経年とともに劣化していき、時代の流れの中で要求される機能や性能も変化。
このため、オーナーが長期にわたりスムーズな賃貸住宅経営を行っていくためには、物件の修繕維持を実施していくこと
が重要。
オーナーが修繕のための資金を準備し、管理会社とスムーズに協議をして修繕工事を実施していくためには、管理開始
の当初から目安としての「長期修繕計画案」を作成しておくことが必要。
当該長期修繕計画案作成マニュアルは、管理会社がオーナーに提出する「長期修繕計画案」を作成する際の事務マ
ニュアルとしてとりまとめられたもの。
構造として２種類（木造・プレハブ用、ＲＣ・重量鉄骨用）、間取りとして３種類（１Ｋ用、１ＬＤＫ～２ＤＫ用、２ＬＤＫ～３ＤＫ
用）の計６種類の長期修繕計画案を示している。

＜長期修繕計画案作成マニュアルのポイント＞

●点検及び修繕の実施の明確

●オーナーと管理会社の役割の明確化

●長期修繕・日常リフォーム・日常管理の各費用区分の明確化

●修繕積立金の目安と資金調達の方法

●部位の修繕周期の目安

41

４．賃貸住宅版長期修繕計画案作成マニュアル

（財）日本賃貸住宅管理協会において「長期修繕計画案作成マニュアル」（平成１６年１１月）を作成し、その普及
を通じて、賃貸住宅経営に関する管理の充実を促進。

（財）日本賃貸住宅管理協会において「長期修繕計画案作成マニュアル」（平成１６年１１月）を作成し、その普及
を通じて、賃貸住宅経営に関する管理の充実を促進。

長期修繕計画案作成マニュアル

賃貸住宅版



42資料：長期修繕計画案作成マニュアル（平成１６年１１月）（財)日本賃貸住宅管理協会

修繕内容 金 額 修繕内容 金 額 修繕内容 金 額 修繕内容 金 額 修繕内容 金 額
傾斜屋根（ｶﾗｰﾍﾞｽﾄ） 割れ・ズレ・色褪せ 80,000 80,000 160,000
外壁（ﾓﾙﾀﾙ・ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ・ﾊﾟﾈﾙ）汚れ・色褪せ・ヒビ割れ・ｼｰﾘﾝｸﾞ部 105,000 105,000 210,000
雨樋 ｼﾞｮｲﾝﾄ部はずれ・割れ・雨漏り 6,500 6,500 13,000
ベランダ 鉄部錆び・割れ・色褪せ・排水 30,000 49,000 30,000 49,000 30,000 188,000
階段・廊下 同上 19,000 45,000 19,000 45,000 19,000 147,000
土台 白蟻対策 防蟻処理 45,000 防蟻処理 45,000 90,000

49,000 330,500 49,000 330,500 49,000 808,000

給湯・風呂釜 4,500 100,000 4,500 100,000 4,500 213,500
エアコン 5,000 100,000 5,000 100,000 5,000 215,000
浴室設備 5,000 20,000 5,000 200,000 5,000 235,000
厨房設備 3,000 20,000 3,000 100,000 3,000 129,000
洗面化粧台 3,000 3,000 3,000 50,000 3,000 62,000
トイレ 3,000 3,000 3,000 修理 3,000 3,000 15,000

23,500 246,000 23,500 553,000 23,500 869,500

排水管・枡 洗浄 高圧洗浄 5000 高圧洗浄 5000 高圧洗浄 5000 高圧洗浄 5000 高圧洗浄 5000 25,000
給排水管 継ぎ手・エルボー部分
外部建具 玄関戸・雨戸・サッシ
外構 通路・フェンス・駐車場・駐輪場

5,000 5,000 135,000 5,000 135,000 285,000

浄化槽 ブロア交換

・２ＤＫ（４０㎡）*１０戸をサンプルにしています。
・最低限の現状維持修繕の計画表であり、グレードアップ工事は含まれません。
・上記以外では、入居者入替え時のリフォーム費用が別途必要ですが、昨今オーナー負担額が増額傾向にあります。
・上記表の金額は２００４年時点のモデルです。実際には戸数・時期によって金額の増減が考えられます。消費税は別途です。
・１１年～１５年目、２１年～２５年目は室内設備の交換時期に当たり、多額の費用が掛かります。

130,000 260,000

小計
③

（１）修繕費の合計（１戸当たり）＝①＋②＋③の合計 77,500 581,500 207,500 888,500

　初期段階から計画的に修繕金を積み立てておきましょう。室内設備の金額は１台当たりではなく全体の平均値です。 （作成日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　　月　　　　　　　　日

（４）修繕積立金の累計

（１戸当たりの修繕費）

部　　位
５年～１０年目

塗装・防水

塗装

塗装

建
物
本
体

　　　　 年～　　　　　年 　　　　 年～　　　　　年

塗装

（特殊設備を含めた合計金額）

（３）＝（２）＋④の合計

塗装塗装・防水塗装

小計
①

故障がちになったら一斉交換が望ましい

故障時対応

その他

室
内
設
備

小計
④

※特殊設備がある場合は専門業者と協議して以下にご記入下さい。
特
殊
設
備

修理

小計
②

（物件住所）

部分交換
修理

一斉交換

部分交換

修理

修理

１１年～１５年目 １６年～２０年目 ２１年～２５年目

（戸数）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戸

（物件全体の修繕費）

チェックポイント
備　考

木造・プレハブ〔１ＬＤＫ～２ＤＫ〕用 （オーナー）　　　　　　　　　　　　　　　様 （物件番号）ＮＯ． （物件名）

一斉交換

合　計（単位：円）
２６年～３０年目

207,500 1,962,500

130,000

　　　　 年～　　　　　年 　　　　 年～　　　　　年

（管理会社）

（作成者）賃貸住宅管理士　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（２）修繕費の合計＝（１）×戸数

　　　　 年～　　　　　年

５．長期修繕計画案の例



６．修繕積立に関連する商品等の例

43

□ 一括借上において借上企業が修繕費を負担する商品

・ オーナーは、借上期間中の修繕費用を負担する必要がない（ただし、一部適用外の
項目がある）。

・ 一括借上の賃料は、借上企業が修繕費を負担しない商品の場合よりも低い。

□ 積立型の火災保険（共済）を利用した積立

・ 満期返戻金や解約返戻金を修繕資金に利用する。

・ 保険期間（積立期間）が、10年以内の商品が多い（ただし、10年毎の継続で20年～
30年後に受け取れる商品もある。）。



長期修繕計画（将来予想される修繕工事等を計画し、必要な費用を算出し、月々の修繕積立金を設定するために作成）の標準的な様式を
示し、長期修繕計画を作成・見直しするための基本的な考え方と長期修繕計画標準様式を使用して作成方法を示すことで、計画の内容及
び修繕積立金額の設定等について区分所有者間で合意形成を行いやすくすることを目的とする。

７．分譲マンションにおける計画的な維持修繕等のための施策例①
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○ 長期修繕計画標準様式 長期修繕計画ガイドライン 長期修繕計画作成ガイドラインコメント

目的

マンションの管理適正化の適正化に関する指針
（平成13年８月１日国土交通省告示第1288号）

管理組合によるマンション管理の適正化に関する指針

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
標
準
指
針
（
平
成
17
年
12
月
策
定
）

マ
ン
シ
ョ
ン
の
維
持
・
管
理
の
た
め
に

「
何
を
」
「
ど
の
よ
う
な
点
に
」
留
意
す
べ
き
か
を
定
め
た
指
針

マンション標準管理規約
【単棟型・団地型・複合用途型】
（最終改正平成16年１月23日）

複数の区分所有者が一棟の建物を
区分して所有しているマンションに
おいて不可欠な維持管理や生活の基
本ルールを定める管理規約の標準的
モデルとして作成

マンション標準管理委託契約書
（平成15年４月９日付け国総動第３号）

管理組合が管理会社と管理委託契
約を締結する際の標準モデルとして
作成

長期修繕計画標準様式・長期修繕計画作成ガイドライン及び同コメン
ト
管理組合の業務である長期修繕計画の作成又は変更（マンション標準管理規
約第32条３項）についての標準的な様式、長期修繕計画を作成するための基本
的な考え方及び「長期修繕計画標準様式」を使用しての作成方法を示したガイ
ドライン

概要
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○ マンション再生に関するマニュアルの整備

マンションの老朽度、区分所有者のニーズ等をふまえ、建替えと修繕等について費用対効果に基づき比較検討する方法を解説

①マンションの老朽度判定、ニーズ等の把握と要求する改善水準の設定 ③建替えの改善効果の把握と費用の算定

②修繕・改修の改善効果の把握と費用の算定 ④費用対効果に基づく建替えか修繕・改修かの判断

マンションの建替えか修繕かを判断するためのマニュアル（Ｈ１５．１）

修繕等の場合建替えの場合

計画修繕から増築等の大規模改修まで、幅広い改修工事について
手法や費用等を解説

①マンション管理の基本と改修による再生の重要性
②計画修繕と既存性能をグレードアップする改良工事
③増築・改造等により新たな性能等を付加する改良工事
④改修によるマンション性能の総合的改善
⑤法律上の手続きと補助・融資等の制度

改修によるマンションの再生手法に関するマニュアル（Ｈ１６．６）

マンション建替えに係る法律上の手続きや実施計画の策定等の
実務について詳細に解説

①建替えに係る法律上の手続き

Ⅰ区分所有法と円滑化法の関係
Ⅱ区分所有法に基づく建替え決議の手続き
Ⅲ円滑化法に基づく事業実施の手続き
②建替え実施計画の策定実務
Ⅰ事業計画の策定 Ⅲ区分所有者の個別事情への対応
Ⅱ権利変換計画の策定 Ⅳ関係権利者との調整

③建替え支援制度、建替え関連書式

マンション建替え実務マニュアル（Ｈ１７．１１）

マンション建替えの各段階において、関係権利者の合意形成を円
滑に進めるための手順・留意点等について解説

マンション建替えに向けた合意形成に関するマニュアル（Ｈ１５．１）

各段階における関係権利者の合意形成の推進

マンション耐震化マニュアル（Ｈ１９．６）

マンションの耐震診断、耐震改修実施など、管理組合等が行う実
務的な手続き、留意点などについて解説

①マンションの耐震診断
②マンションの耐震改修工法
③マンションの耐震改修の進め方
④支援制度

耐震改修に係る合意形成の推進及び促進

①建替え決議までの合意形成の進め方建替え構想の検討から計画の

策定まで

②建替え決議後の合意形成の進め方組合設立から再入居まで

７．分譲マンションにおける計画的な維持修繕等のための施策例②



マンションみらいネットの構築の目的

①マンションの適切な維持管理の促進

②中古マンション流通の活性化

①過去の組合情報の安全な保管

②管理組合運営の合理化・効率化

③計画的・効率的な修繕工事の実施

④管理組合役員の負担軽減

⑤マンションの資産価値の維持

①情報が公開されることにより、資産価値が減少する懸念があり、管理組合内の合意形成が容易でない。

②登録費用を負担してまで、登録する具体的な必要性を実感していない。

③登録項目数が多いことから、管理組合、管理会社の作業負担が大きいので登録を敬遠する。

④情報の公開が、管理会社の営業戦略上の考え方と整合性がとれないことから、登録を敬遠する。

⑤中古住宅の媒介取引時の重要事項説明書の情報を上回るものが、みらいネットから得られない。

⑥新築住宅を販売する場合、買主に修繕履歴の必要性を訴求しても必ずしも購入動機とはなりにくい。

課 題

構築の目的

メリット

一般消費者
分譲事業者
仲介業者

一般消費者
分譲事業者
仲介業者

インターネット

登録情報

図面

分譲事業者
管理組合

各種
資料

図面の
電子化

電子化情報

登録情報

文書の
電子化

①管理データ保管機能 ②ネット閲覧機能
③電子掲示板機能 ④比較一覧表作成機能
⑤ネット公開機能 ⑥文書電子化機能*
⑦図面電子化機能* (* はオプション機能) 

マンションみらいネット登録情報項目数
大項目 １６項目
小項目 １０５項目

内容
確認

比較一覧表

登録補助者
登録補助者

管理組合

組合員

管理組合

組合員
みらいネットの主な機能

マンション管理センター

「循環型マンション市場」の構築

○ マンションみらいネットの概要
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７．分譲マンションにおける計画的な維持修繕等のための施策例③



マンション管理組合が長期修繕計画や修繕積立金の額を見直しする際やその内容が適切かチェックする際に、比較検討の目安にできる
よう、概略の「長期修繕計画」の作成とこれに基づく｢修繕積立金の額｣を算出するサービス。
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○ 長期修繕計画作成・修繕積立金算出サービス（マンション管理センター）

概要

資料：（財）マンション管理センターwebsite

○ 国土交通省で作成する「長期修繕計画標準様式」を用い、「長期修繕計画作成ガイドライン」及び「同コメント」に沿って作成。

○ 対象とするマンションは、中高層、住宅専用の分譲マンション。複合用途型マンションは、店舗・事務所等の規模が比較的小さいものに
ついては対応が可能。 なお、超高層マンション、リゾートマンション、賃貸マンション等は、対応できない。ただし、誤差が大きくなること
をご了解の上で希望される場合は相談可能。

○ 標準モデルとして、６階建、３０戸、平均専有面積７５㎡のファミリータイプのマンションを設定。 マンションの規模などが標準モデルと異
なる場合は、その差異に伴ってより概算。

○ 調査・診断を行っていないため、建物・設備の個別性（新築時の施工程度、経年劣化の進行状況等）は考慮していない。

作成費用

（ 同 上 各18,000円）各30,000
円

同 上管理組合以外

（ 同 上 各12,000円）各20,000
円

同 上(1)(2)以外の管理組合

同上同上同上
(2)マンションみらいネット
登録管理組合

（3棟目以上1棟毎に各8,000円）各13,000
円

2棟まで1棟毎
に

(1)マンション管理センター
登録管理組合

（注）１棟：「入力データ記入票」１セットをいいます。
複数棟でも「入力データ記入票」１セットで提出する場合は１棟となります。
（実際の棟数とは必ずしも一致しません。）

サービス内容、主な留意事項

７．分譲マンションにおける計画的な維持修繕等のための施策例④



Ⅲ．現状の課題と検討の方向性



Ⅲ．現状の課題と検討の方向性（論点整理）①

現状の課題現状の課題

○ストック重視の住宅政策への転換を図り、また、環境への負荷を低減するために
は、賃貸住宅においても、良質な住宅を長期にわたり良好な状態で使用していく
ことが必要。

○しかしながら、民間賃貸住宅の現状を見ると、床面積、耐震性、省エネ性能、バ
リアフリー対応といった面で、十分な質を備えているとは言い難い。

○また、住宅の質を維持し、長期にわたって使用していくためには、計画的な維持
修繕が必要であるにもかかわらず、実際には、修繕計画や修繕のための積立を
行っていないケースが多い。

○これらは、入居希望者が、賃貸住宅を選択する際に、物的性能面や修繕の実施状
況などを重視していないことから、その部分にコストをかけても市場で評価され
ずコストを回収できないと家主が考えているのではないかと推測される。また、
そのような入居希望者の傾向は、民間賃貸住宅の耐震性等の情報や修繕の実施状
況などに関する情報を物件選定段階で入手することが容易でないということも一
因と考えられる。
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検討の方向性検討の方向性

１ 賃貸住宅に関する情報提供・評価の仕組みについて

○耐震性等の物的性能面や修繕の実施状況などが市場で評価されるようになるために
は、前提として、それらに関する情報を入居希望者が入手できることが必要である。
○このため、第２回民間賃貸住宅部会において議論した、賃貸住宅に関する情報提
供・評価の仕組みにおいて、これらの情報が提供されるようにすべきではないか。

２ 質の高い民間賃貸住宅の供給（新築・改良）の促進について

○必ずしも質の高さが市場で評価されない現状において、家主が質の高い民間賃貸住
宅を供給するよう誘導するためには、家主に対する公的な支援措置が必要ではない
か。
○その際、既存ストックの有効活用という観点からは、新築のみならず、既存の民間
賃貸住宅を質の高いものに改良することに対しても公的な支援措置が必要ではない
か。
○また、公的な支援措置とあわせて、賃貸住宅の建設や改修に関する相談体制・情報
提供などの措置も必要ではないか。
○さらに、既存ストックも活用しつつ良質な賃貸住宅を供給するために、定期借家制
度の普及・促進を一層進めていくべきではないか。

Ⅲ．現状の課題と検討の方向性（論点整理）②
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３ 計画的な修繕の促進について

○民間賃貸住宅の修繕については、本来、家主が賃貸住宅の経営判断として適切に
実施すべきものであるが、必ずしも修繕の実施状況等が市場で評価されない現状
や、高齢の個人の家主が多いという実態を踏まえれば、計画的な修繕を促進する
ための公的な支援措置が必要ではないか。

○その際、修繕に当たって資金面の課題が大きいことも踏まえて、計画的な修繕資
金の積立を特に支援する必要があるのではないか。

○また、公的な支援措置とあわせて、修繕計画策定のためのマニュアル、修繕に関
する相談体制・情報提供などの措置も必要ではないか。

Ⅲ．現状の課題と検討の方向性（論点整理）③
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検討にあたっての課題検討にあたっての課題

○上記２の支援措置に関して、どのような質を有するものを対象とするか。

○上記３の支援措置の対象とする「計画的な修繕」の具体的内容は何か。

○上記２・３の支援措置に関して、物的な面での質のみならず、契約面や管理面も
良好であるものに限って対象とするか。


